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第１編 総則

第１章 計画の目的及び構成

第１節 目的

この計画は、災害対策基本法第３９条のほか関係法令に準じ、群馬用水土地改良区の

所掌の業務について、防災に関し執るべき措置を定め、災害等を未然に防止し、又は災

害等が発生した場合における対策の迅速かつ適切な実施を図ることを目的とする。

第２節 修正

この計画は、災害等に対応する経験と対策の積み重ねにより、随時見直されるべき性格

のものであり、必要に応じて修正を加えていくものとする。

第３節 構成

この計画は、現実の災害に対する対応に即した構成としており、第１編の総則に続い

て、第２編を各災害に共通する対策編、第３編を各災害における対策編とし、地震、風水

害、水質事故災害、その他事故災害の各災害の諸施策において特筆すべき防災対策を

定めている。

第２章 防災の基本方針

第１節 基本方針

１ 防災対策は、災害予防、災害応急対策、災害復旧の一連の体系の中で実施されるも

のであり、それぞれの段階における体制の整備に加え、災害予防にあっては、災害を未

然に防止すること、災害応急対策にあっては、災害発生後の被害の拡大防止を図るた

めの迅速かつ適切な応急対策、災害復旧にあっては、災害に強い施設を目指した本格

的な災害復旧が基本方針となる。

２ 災害予防、災害応急対策、災害復旧のそれぞれの段階において、関係機関等との緊

密な協力体制を確立し、職員等の安全を確保した上で最善の対策を講じることにより被

害の軽減につなげる。

３ 災害予防については、災害を防止し、又は災害が発生した場合における被害を最小

限に留めるため、次の施策を講じるものとする。

イ 施設の維持管理を確実に実施するとともに、耐震性能強化、災害時操作のための

遠隔操作システム導入、風水害等の災害を想定した予備発電設備及び情報基盤等

の浸水被害防止措置を推進し、発災時に備えて、周到かつ十分な措置を講じるものと

する。

ロ 災害発生時の災害応急対策、その後の災害復旧・復興を迅速かつ効率的に行うた

め、事前の体制整備、災害情報の迅速な収集システムの整備、資機材等の整備充実

等を図る。

ハ 防災教育、防災訓練等の実施による職員等の資質の向上に努める。

４ 災害応急対策については、発災時において迅速かつ円滑な応急対策を実施するた

め、次の施策を講じるものとする。

イ 災害情報の迅速な収集を図り、災害発生直後の被害情報の早期把握・伝達体制を

整備するため、通信手段の確保に万全を期すとともに、災害情報の共有化・一元化に

努める。

ロ 災害発生後、役職員は速やかに参集し、施設、設備等の緊急点検を行い、これらの

被害状況等を把握して、二次災害の防止、施設の応急復旧をできるだけ早期に実施

するとともに、関係機関に的確な情報を伝達するものとする。
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ハ 大規模な災害に対しては、災害応急対策を総合的かつ効果的に行うため、施設、

設備等の災害応急対策に必要な人員や物資を全体で活用し、災害応急対策を実施

する。

ニ 国、地方公共団体及びその他関係機関から、災害応急復旧支援に関する人材の

派遣、災害対策用資機材の調達等の要請を受けた場合において、支援が可能な場

合は、これに対応するよう努めるものとする。

ホ 発災時において迅速かつ円滑な施設の応急対策を実施するため、関係機関等との

災害応急復旧に関する災害協定の締結を推進する。

５ 災害復旧については、被災施設の早期かつ本格的な復旧を図るため、事業を計画的

に実施する。

６ 発災時に事務に係る機能が停止もしくは低下した場合においても、防災対策業務及び

業務停止が社会経済活動に重大な影響を及ぼす重要業務を継続するための業務継続

計画を策定し、そのために必要な業務の実施体制を整える。

なお、策定した業務継続計画については、不断の見直しを行うものとし、この場合に

おいて、各計画及びマニュアルの定期的な点検の結果、点検又は訓練から得られた必

要な事項等を反映するものとする。

第３章 防災に関する組織及び運営

第１節 組織及び運営

１ 事務局長は、災害が発生し、又は発生が予想される場合には、土地改良区が執るべき

防災業務を円滑に実施するため、防災態勢を発令するとともに、土地改良区に防災本

部を設置する。

また、理事長は、必要に応じ防災本部の設置を命ずることができる。

２ 事務局長は、地震、風水害、水質事故災害、その他事故災害の各災害時における防

災態勢発令基準を定めておく。

３ 防災本部には、防災業務を分担管理する班を設置する。

４ 事務局長は、あらかじめ、防災本部を運営するために必要な役職員（以下「防災要員」

という。）を指名しておく。

５ 防災本部の長（以下「本部長」という。）は、当該防災本部の防災業務を総括し、防災

要員を指揮監督する。

６ 理事長及び常務理事は、防災本部に対して、必要があると認めるときは、当該防災本

部を直接指揮することができる。

７ 大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、国、被災地方公共団体

及びその他の関係機関（以下「国等」という。）から災害に係る支援の要請を受けた場合

は、施設の防災業務に支障がない範囲で、国等への災害支援を実施することができる。

８ 本部長は、防災本部設置継続の必要がないと判断した場合には、防災態勢を解除す

るとともに、防災本部を解散する。

９ 事務局長は、本計画に基づき、その所掌事務に関し、防災計画細則を作成するととも

に、５年毎に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。

１０ 事務局長は、防災計画細則を作成又は修正したときは、速やかにこれを理事長に報

告しなければならない。
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第２編 各災害に共通する対策編

第１章 災害予防

第１節 体制等の整備

第１ 体制の整備

１ 災害発生時又は発生のおそれがある場合に関し必要な情報の連絡を迅速かつ確実に

行うことができるよう、土地改良区内及び関係機関との間で情報伝達ルートの確立を図

る。

２ 災害発生時の情報の収集、連絡、分析体制を、夜間、休日の場合も含めて常時対応

できるようあらかじめ整備しておくとともに、その周知徹底を図る。

また、災害発生時に必要となる情報項目を整理しておく。

３ 災害発生時における迅速、確実な災害対応を確保するため、初動体制を整備する。

４ 初動体制を構築する防災要員の宿舎は、交通機関が途絶することを考慮し、土地改良

区事務所もしくは近傍に確保するよう努めるものとする。

５ 迅速かつ適切な初動対応に資するため、大規模災害発生時に被災地近傍の役職員

は、周辺の被害状況をできる限り速やかに防災本部に連絡するよう努める。

６ 役職員及びその家族の災害時における安否確認方法を定めるとともに、庁舎施設が

被災した場合に備えて避難路の確保に努める。

第２ 設備等の整備

１ 施設の安全性を確保するため、定期的に点検を実施するとともに、施設の老朽化等に

より機能が低下する恐れのあるものや機能の維持に支障があるものについて、機能を回

復する改修等を計画的に実施するものとする。

２ 災害情報の収集・連絡、提供に資する観測・監視機器、通信施設、情報提供装置等の

整備を推進するため、次の施策を実施するとともに、定期的な点検の実施等により、災

害時において円滑かつ有効に活用できる体制を整備しておく。

イ 夜間、休日、出勤途上においても、的確に対応できる体制を整備するため、主要

な防災要員への移動通信機器の貸与を行う。

ロ 災害による通信回線の途絶や被災地域との通信回線の設営等に対応するため、

通信システムを計画的に整備する。

ハ 被災地域における機動的な情報収集活動を行うため、警報車について必要な整

備を推進するとともに、地震計、雨量計、監視用テレビカメラ等を計画的に整備す

る。また、上空からの被災状況の確認のため、関係機関等からの映像提供・購入や

ドローンなどの無人航空機を利用した調査等を行う。

二 ＮＴＴ等の電気通信事業者により提供されている災害時優先電話、携帯電話、衛

星電話、通信事業者ネットワークサービス等の複数の通信回線を効果的に活用す

るため、その確保に努めるとともに、その使用方法及び設置場所等を周知しておく。

ホ 円滑な防災業務を行うため、防災情報を迅速かつ的確に収集・分析・表示できる

ようＩＴ化に努める。

３ 災害時における迅速な対応に期するため、車両について必要とされる手続をあらかじ

め準備すること等により緊急輸送等の手段を確保する。

４ 災害を未然に防止し、又は災害の発生を抑制するため、重要な施設操作設備につい

ては、スイッチガードの設置や二重化を図るなどセーフティー機能の充実を図る。

５ 災害による停電等に対応するため、重要な施設及び設備について非常用電源設備を

配備するとともに、非常用電源設備に関する次の施策の実施に努める。

イ ３日間以上にわたる電源を確保するものとし、必要な燃料等の備蓄や設備の整備を
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行うものとする。また、さらに長期間の停電に対応できるよう、燃料の調達手段、補給、

運搬体制の整備を行うものとする。

ロ 定期的な点検の実施等により、災害時において円滑かつ有効に活用できる体制を

整備しておく。

ハ 地震、水害を考慮した場所への設置を図る。

６ 防災本部の運営に必要な食料、水、燃料等の備蓄は、原則として最低３日分を確保す

るよう努めるものとし、帰宅困難者に対する支援についても検討を行うものとする。

第３ 関係機関等との連携

迅速かつ円滑な応急対策等に資するため、関係機関及び利水者等と平常時より十分な

連絡調整を行っておく。

第４ 応急復旧体制の整備

１ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備えとして、応急復旧や二次災害の発

生、拡大の防止対策を図るために必要な応急復旧用資機材の整備を行う。

２ 応急復旧用資機材の備蓄を推進するとともに、資機材のデータベース化を図る。

３ 緊急時の応急復旧用資機材の確保や応急復旧工事等について、関係機関等との相

互支援又は関係機関等からの協力が得られるよう努める。

４ 複合災害（同時又は連続して２つ以上の災害が発生し、それらの影響が複合化するこ

とにより、被害が深刻化し、災害応急対応が困難になる事象）を想定し、東日本大震災

の教訓等を踏まえ、防災計画等を見直し、備えを充実する。

５ 災害対応に当たる要員、資機材等について、後発災害の発生が懸念される場合には、

先発災害に多くを動員し後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性

があることに留意しつつ、要員・資機材の投入判断を行うよう努めるとともに、関係機関

等からの支援を早期に要請することも検討しておく。なお、職員全員の総合力、即応力

の発揮が出来るように体制等の整備に努める。

６ 円滑な応急対策を行うため、あらかじめ重要な施設の構造図等の資料を整備しておく

とともに、資料の被災、散逸を防ぎ、閲覧を容易にするため、資料の電子情報化、複製

の別途保存を行うよう努める。

７ 庁舎の耐災害性を強化するとともに、災害対応が長期に及んだ場合の職員の交代要

員を確保する。

第２節 防災に関する研修等の実施

防災に関する知識の習得及び災害発生時における的確・迅速な対応能力の向上を図る

ため、防災に関係する役職員の研修等を行う。

第３節 防災訓練

１ 災害応急対策が迅速かつ円滑に実施されるよう、関係機関等と連携し、大規模災害を

想定した防災訓練を実施する。

２ 防災訓練は、災害及び被害の想定を明確にして実践的な防災訓練を行うものとし、風

水害、地震、危機管理対応等の訓練を年１回行う。

３ 防災訓練は、逐次その訓練内容を高度かつ実践的なものとするよう努める。

４ 関係省庁、地方公共団体及び関係機関が実施する訓練に積極的に参加する。

５ 防災訓練後には評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行う。
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第４節 再発防止対策の実施

災害原因の調査を行う場合には、必要に応じて学識経験者等からなる調査委員会を設

置すること等により、速やかに総合的な調査を行い、その結果を踏まえ再発防止対策を適

切に実施する。

第２章 災害応急対策

第１節 災害発生直後等の情報の収集・連絡等

第１ 情報の収集・連絡

災害が発生した場合、被害情報等の収集・連絡を迅速に行い、被害規模等の早期把握

に努めるとともに必要に応じて直ちに関係機関等に連絡する。

第２ 活動体制の確立

１ 災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、防災態勢を発令するとともに、防災本

部を設置し、防災要員は所属する防災本部に参集する。

２ 防災要員は、あらかじめ指定された班の業務に基づき初動体制を執る。

３ 防災本部設置後、必要な情報を迅速に収集するとともに、直ちに関係機関等に連絡

し、以下順次、内容、精度を高める。

４ 応急対策活動情報に対し、関係機関と相互に緊密な情報交換を行う。

５ 被害情報等の収集・連絡に当たっては、窓口の一元化に留意し、現地等における災害

対応等に支障をきたさないよう特に配慮する。

第３ 通信手段の確保

災害発生後、直ちに、災害情報連絡のための通信手段を確保するものとし、必要に応

じ、次の措置を講ずるものとする。

イ 通信回線の機能確認を行うとともに、支障が生じた回線の復旧に努める。

ロ 使用可能な通信回線を活用し、緊急情報連絡用の回線設定に努める。

第２節 施設の臨時点検等

１ 防災本部の設置を必要とする規模の災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、

必要に応じて施設の臨時点検の実施体制を整え、臨時点検を実施するとともに、その結

果について関係機関等に報告する。

２ 点検の結果等により、緊急に施設の操作を行う必要がある場合には、操作を行うととも

に、必要に応じて関係機関への通知や一般への周知を行う。

第３節 応急復旧用資機材の確保

応急復旧を円滑に行うため、主要な資機材の迅速な調達に努めるとともに、必要に応

じ、関係機関に対し、資機材の調達について要請を行う。

第４節 災害発生時における応急工事等の実施

１ 施設が被災した場合において、被害の拡大の防止を図るため、必要に応じ、応急工事

の迅速かつ計画的な施工を行う等、施設の被害状況に応じた適切な対応を行う。

２ 応急工事の実施に当たっては、施設の機能を最低限確保する。

３ 迅速な対応を図るため、災害発生時に指定される緊急輸送路に関する情報等を十分

把握しておく。
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第５節 二次災害の防止対策

災害発生時における施設の点検・現地調査を行い、被災状況等を的確に把握すること

により、必要に応じ、二次災害による被害の拡大を防ぐための応急対策を実施する。

第６節 関係機関等への支援

大規模な災害の発生又は発生のおそれに伴って、関係機関等から資機材等の提供の

要請があった場合には、施設の防災業務に支障のない範囲で協力する。

第７節 被災者等への対応

土地改良区の管理する土地、施設で避難所としての活用が可能なものがあれば、業務

に支障の無い範囲で、被災者等の受け入れに努める。

第８節 災害発生時における広報

１ 被害の状況、応急対策状況、二次災害の危険性等、住民や被災者等に役立つ情報を

マスメディア、インターネット等を通じて迅速・適切に提供する。

また、被災者等から、これらの情報について問い合わせがあった場合に的確な対応が

できるよう努める。

２ 広報活動の内容については、必要に応じて関係機関と相互に連絡を取り合う。

３ マスメディア等からの問い合わせ等には的確に対応し、必要とされる情報の提供に努

める。

第３章 災害復旧

第１節 災害復旧の実施

第１ 災害復旧の促進

災害復旧を行うに当たっては、可能な限り迅速かつ円滑な復旧を図る。

また、周辺環境の保全へも配慮する。

第２ 再度災害の防止

災害復旧を行うに当たっては、原状復旧を基本にしつつも、再度災害の防止等の観点

から、可能な限り改良復旧を行う。

第３編 各災害における対策編

第１章 通則

本編は、地震、風水害、水質事故、その他事故の各災害において特筆すべき防災対策を

定めており、その他各災害で実施すべき防災対策は、各災害における共通の防災対策を規

定した第２編各災害に共通する対策編に示している。

第２章 地震災害対策編

第１節 地震対策

第１ 災害予防

施設の地震に対する安全性を確保するため、施設の定期的な点検を実施するとともに、

その結果に基づき、緊急性の高い箇所から計画的・重点的に耐震性の確保に努める。

第２ 情報の収集・連絡

地震が発生した場合、地震情報（震度、震源、マグニチュード、各施設の震度及び観測
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された加速度、余震の状況等）、被害情報の収集・連絡を迅速に行い、被害規模の早期把

握に努めるとともに必要に応じて直ちに関係機関等に連絡する。

また、大規模災害発生時には、関係機関にて組織される防災連絡会に施設被害情報を

連絡するとともに、ライフライン施設等の災害情報を収集するものとする。

第３章 風水害対策編

第１節 災害予防

風水害を防止し、又は風水害が発生した場合における被害を最小限に留めるため、施

設の適正な維持管理に努める。

第２節 情報の収集・連絡

風水害が発生した場合、被害情報の収集・連絡を迅速に行い、被害規模の早期把握に

努めるとともに必要に応じて直ちに関係機関等に連絡する。

大規模災害発生時には、関係機関にて組織される防災連絡会に施設被害情報を連絡

するとともに、ライフライン施設等の被災情報を収集するものとする

第４章 水質事故災害対策編

第１節 定義

本防災業務計画における水質事故災害は、油等の大量流出による著しい水質の汚染

等を対象とする。

第２節 災害予防

水質事故発生時において適切な対応を図るため、施設の維持管理を適切に行い、定期

的な水質監視を行うとともに、防除活動に必要な資機材等の整備や円滑な情報伝達に資

する機材の整備など、災害対策に万全を期する。

第３節 情報の収集・連絡

迅速な情報収集及び広域的な対応に資するため、水系毎に設置されている水質汚濁対

策連絡協議会等を積極的に利用する。

第５章 その他の事故災害対策編

第１節 災害予防

災害を防止し、又は災害が発生した場合における被害の拡大を防ぐため、次の施策を

実施することにより施設の維持管理を徹底する。

イ 施設の巡視、点検等を通じて不審者、不審物等の発見に努める。

ロ 日頃から情報の収集に努めるとともに、事件又は事故につながる情報について細心の

注意を払う。

ハ 必要に応じて警察等の専門機関に依頼することにかんがみ、日頃からの連携に努め

る。

ニ 施設出入口については、必要に応じて施錠し、特に無人施設については施錠を徹底

する。

ホ 夜間、休日等を含め、施設の監視を強化し、必要に応じて記録できる体制を整える。

ヘ 重要な施設操作設備については、部外者の立ち入り防止の徹底を図るとともに、これ

ら施設の操作設備にはスイッチガードの設置や二重化を図るなどセーフティー機能の充

実を図る。
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ト 重要な施設の構造図、通信系統図等についての管理を徹底する。

第４編 雑則

この計画を実施するために必要な細則は別に定める。


